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要 約 

本論文では著者らが簡便に地震動スペクトル特性を評価できる指標として提案している

最大加速度比を2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録を対象に求め、その適用性を調べ

るとともに、木造家屋応答を評価する際に利用できるかを検討した。震度5弱以上の地震

観測記録を用いて、最大加速度比とフーリエスペクトルの振幅特性の関係を求めるととも

に、周期0.5～1秒、1～2秒の地震動指標の推定への最大加速度比の有用性を調べた。その

結果、周期1～2秒の地震動指標を推定するうえで最大加速度比が有効であることが明らか

になった。続いて、性能等価加速度応答スペクトルによって木造家屋の応答変形角を評価

し、最大加速度比との対応を調べたところ、降伏せん断力係数が0.3、0.5の場合、最大加

速度比と応答変形角に良好な相関関係が見られた。 

 

キーワード： 2011年東北地方太平洋沖地震、最大地動加速度、計測震度、地震動スペク

トル、周期1-2秒、木造家屋応答 

 

 

１．はじめに 

 

 2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に三陸沖で発生した 2011 年東北地方太平洋沖地震は我が国の観測史上

最大規模の地震であり、東日本を中心に北海道から九州地方までの広い範囲で揺れを観測した。この

地震の最大震度は 7 であり、震度 6 強の揺れを宮城県、福島県、茨城県、栃木県の 4 県 37 市町村で観

測した 1)。K-NET 築館と KiK-net 芳賀は震度 7 であったが、地震動においては短周期成分が卓越してお

り、震度の割には観測点周辺の構造物被害は大きくなかったことが報告されている 2)、3)。一方、宮城

県大崎市古川の気象庁と K-NET 観測点は震度 6 強であり、先の 2 地点に比べて震度は小さいが、構造

物被害と相関が高いとされる周期 1～2 秒の地震動成分は大きく、同市内で倒壊家屋や大きな損傷を受

けた木造家屋が見られた 4)。 

このように構造物被害には地震動のスペクトル特性が大きな影響を及ぼすことから、地震発生後迅

速かつ正確に被害を推定するためには簡便に地震動スペクトル特性を評価する手法が必要と考えられ

る。著者らは最大加速度と計測震度の算出に必要な実効加速度の比(以降、最大加速度比)が地震動スペ

クトルの周期1～2秒の成分と相関が高いことを明らかにしており5)、周期1秒付近の地震動強さの評価
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に用いられている5)、6)、7)。ただし、これらの研究は主にM6～7クラスの地震の観測記録に基づく検討で

あり、これまでの地震と継続時間や長周期成分の強さが大きく異なる東北地方太平洋沖地震において、

著者らの提案する最大加速度比が適用できるかどうか分からない。 
本論文では東北地方太平洋沖地震において地震動スペクトル特性を簡便に評価する指標として提案

している最大加速度比が適用できるか調べるために、震度5弱以上の地震観測記録を用いて、最大加速

度比と地震動スペクトル特性の対応を評価する。まず、解析対象とするデータに対して最大加速度比

とフーリエスペクトルを求め、最大加速度比とフーリエスペクトルの卓越周期や振幅特性との関係を

調べる。この検討結果に基づき、計測震度と最大加速度比を用いて全壊率と相関が高いとされる周期1
～2秒、全半壊率と相関が高いとされる周期0.5～1秒8)の地震動指標の推定を試みる。 

また、これまでの研究5)、6)、7)では最大加速度比を地震動推定にしか利用していないが、地震動による

構造物被害にはそのスペクトル特性が大きな影響を及ぼしていることから、地震動スペクトルと関連

する最大加速度比が構造物被害の推定において有用であるかもしれない。これまでの地震では構造物

に被害をもたらす高震度の記録が少なかったが、今回対象とする地震では多く得られている。そこで

本論文では震度6弱～7の地震記録を用いて、最大加速度比と木造家屋の応答変形角の関係を調べるこ

とにより、地震動推定に加え、構造物被害の評価にも最大加速度比を利用できるかどうか検討する。 
 
2．解析データ 
  
 本論文では2011年東北地方太平洋沖地震において気象庁、K-NET、KiK-netで震度5弱～震度7を記録

した地震観測記録を解析に用いた。K-NET観測点で海底に設置されている地震計で震度5弱以上の揺れ

を記録したデータもあったが、今回の解析データからは除外している。 
 表1に気象庁、K-NET、KiK-netごとのデータ数を、図1に解析対象とした全データの計測震度と最大

地動加速度PGA(3成分を時刻歴でベクトル合成した際の最大値)の対応を示す。PGAの最大値は震度7の
K-NET築館であり、3000cm/s/sに近い非常に大きな値となっている。計測震度とPGAの対応を全体的に

見ると、計測震度が大きくなるにつれてPGAも大きくなる傾向にあるが、同じ計測震度でもPGAにか

なりばらつきがあることが分かる。 
 東北地方太平洋沖地震は地震動の継続時間が非常に長く、震源から放出される長周期成分が大きい

という特徴がある。最大地動加速度には地震動の短周期成分の寄与が大きく、計測震度はフィルター

によって長周期成分がかなりカットされるので、長周期成分のこれらの指標への影響は小さいと考え

られる。ただし、計測震度は算出の際に継続時間を考慮しているので、地震波の継続時間が影響を及

ぼす可能性がある。そこで気象庁の筑西市舟生(JMA筑西市舟生)とKiK-net陸前高田を例に地震波形に

おける計算対象時間を変えて計測震度を求めることにより、継続時間による影響を調べた。図2のJMA
筑西市舟生とKiK-net陸前高田に対し最大振幅を含む140秒間と70秒間、その倍以上300秒間を計測震度

の算出に用いた。その結果、計算対象時間による計測震度の違いは見られず、JMA筑西市舟生は6.0、
KiK-net陸前高田は5.4であった。この結果は計測震度の算出の際に考慮する継続時間が0.3秒間と、非常

に短いことによるものと考えられる。以上の考察から、東北地方太平洋沖地震の観測記録に見られる

地震動特性が今回、対象とする最大地動加速度や計測震度に及ぼす影響はこれまでの地震と大きな違

いがないものと推測される。 
 
3．最大加速度比と地震動スペクトル特性 
 
3.1 最大加速度比と地震動スペクトルの関係式 

 著者らは地震波形の残っていない自治体観測点における地震動の周期特性を推定するために、自治

体観測点で得ることが可能な実効加速度や最大地動加速度と地震動スペクトルの関係を調べており、

任意の地震波 )(tf においてパーセバルの定理と極値理論から次式が成り立つことを導いている5)。 

 

(1) 

 

 

ここで maxA は )(tf の最大振幅、 maxfA は )(tf に震度フィルターによる処理を施した波の最大振幅、f は振

動数(Hz)である。また、 )( fF は )(tf のフーリエスペクトル、 )( fH は震度の計算に用いるフィルター(以
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降、震度フィルター)である。実効加速度 0A はフィルター処理を施した波に対して0.3秒間の継続時間を

考慮したものであるので、 maxfA とは異なるが、両者に高い相関があるので、式(1)の maxfA を 0A とした場

合も概ね関係式は成り立つ。 

 著者らはこれまで式(1)の関係式に基づき、実効加速度や最大地動加速度、地震動スペクトルの関係

を調べており、 0A と maxA の比である最大加速度比(以降、ra)と地震動スペクトルの周期1～2秒の振幅に

明瞭な相関関係が見られることを明らかにしている。本論文で対象とする地震観測記録において最大

加速度比と地震動スペクトルの関係が見られるか調べるにあたり、式(1)が対象観測記録において成り

立つかどうか確認する。各地震観測記録に対してNS、EW成分に対して式(1)の両辺を計算し、両者の

対応を調べる。この際、右辺の積分範囲は0.1～20Hzとし、台形積分によって計算した。フーリエスペ

クトルは地震波形が記録されている全時間を対象とし、データ数が2の累乗となるように後続の0を付

加して、調整した。また、スペクトルはバンド幅0.1HzのParzen Windowによって平滑化した。 

図3に式(1)の右辺による値(計算値)と左辺による値(観測値)の対応を示す。図中の相関係数は計算値

と観測値と原点を通る直線で回帰した場合の値である。相関係数は0.9に近い高い値となっており、計

算値と観測値の相関が高いことが分かる。また、図4の maxfmax A/A とraの対応を見ると、両者の相関係数

が0.9を超える高い値となっている。よって、raと式(1)の右辺による値の相関が高いことが予想される

ことから、raも地震動スペクトルと関連する指標として利用できるものと考えられる。 

 

3.2 最大加速度比と地震動スペクトル振幅の対応 

 図3を見ると最大加速度比raは大体0.2～1で変動しているが、これは式(1)から分かるように地震動ス

ペクトル特性の違いによって生じるものである。震度フィルターのピークは周期1～2秒にあるため、 

 
表1 解析データの諸元 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 計測震度IJMAとPGAの対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 計測震度算出の対象とした地震波形(NS成分) 

震度5弱 震度5強 震度6弱 震度6強 震度7

気象庁 33 27 16 3 0

K-NET 59 57 40 11 1
KiK-net 29 33 17 5 1

合計 121 117 73 19 2
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図3 式(1)の対応            図4 maxfmax /AA とraの対応 

 

フーリエスペクトルの周期1～2秒の振幅が相対的に大きいほど、raが大きくなる。従って、フーリエス

ペクトルの卓越周期が周期1～2秒にある場合にraが大きくなるものと考えられる。このことを調べるた

めに、今回、対象とした地震観測記録に対して卓越周期と最大加速度比の関係を求めた。図5に各地震

観測記録の卓越周期と最大加速度比の対応と震度フィルターを示す。卓越周期は水平2成分をベクトル

合成して求めたフーリエスペクトルにおいて周期0.05～10秒の範囲で振幅が最大となる周期である。 

図5を見ると卓越周期に対する最大加速度比raの変化は概ね震度フィルターの傾向と対応しており、

フィルターのピークのある周期1～2秒に近づくほどraが大きくなる傾向にあるが、卓越周期が長くなる

ほどばらつきが大きくなっている。 

図6の卓越周期が同程度(0.1～0.12秒、1～1.2秒)のフーリエスペクトルを見ると、卓越周期が0.1～0.12

秒の場合、卓越周期の振幅が相対的に大きくなるほどraが小さくなる傾向にある。ただし、卓越周期に

対応するフィルター振幅が0.2程度と小さいことから、卓越周期の振幅が大きくてもフィルター処理の

際に振幅が大幅に低減されるので、相対振幅の違いがraに反映されにくく、その結果、raのばらつきが

小さくなる。一方、卓越周期が1～1.2秒の場合は対応するフィルター振幅が大きいことから、卓越周期

の相対振幅の違いがraに反映されやすい。そのため、図6のように相対振幅が大きく異なる場合、raに

も違いが生じる。 

以上のフーリエスペクトルの振幅特性とraの関係を対象とする全データに対して調べるために、構造

物の中程度の被害と相関が高い周期0.5～1秒と大規模被害と相関の高い周期1～2秒8)を対象に他の周期

に対する相対振幅を求め、raとの対応を調べた。相対振幅は周期0.5～1秒、1～2秒の平均振幅と周期0.05

～10秒の平均振幅の比とした。図7にraと相対振幅rsの対応、および、raをパラメータとするrsの回帰式

を示す。回帰式はraの多項式であり、raが1～5次の式を求めた。表2に周期0.5～1秒と1～2秒を対象とし

た場合の観測値と回帰式による値の相関係数を示す。周期0.5～1秒では3次、1～2秒は2次で次数が増え

ても、相関係数があまり変化しないので、図7には周期0.5～1秒は3次式、1～2秒は2次式を示した。rs

の観測値と回帰式による値の相関係数は周期0.5～1秒、1～2秒ともに0.8以上であり、raによってrsを精

度良く評価できていることが分かる。このことから東北地方太平洋沖地震の観測記録に対してもraが地

震動スペクトルの振幅特性を評価する指標として有効なことが明らかになった。 

 

3.3 最大加速度比による周期0.5～1秒、1～2秒の地震動指標推定 

 3.2で明らかになったように最大加速度比とフーリエスペクトルの周期0.5～1秒、1～2秒の相対振幅

には明瞭な相関が見られた。ここではこのような最大加速度比と地震動スペクトルの関係を利用して、

境ら8)が提案している0.5～1秒震度、1～2秒震度の推定を試みる。図7のraとrsの回帰式を参考に、次の

ようなraの多項式と計測震度をパラメータとする0.5～1秒震度、1～2秒震度の回帰式を求めた。 
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図5 卓越周期とra、震度   図6 フーリエスペクトルの比較(凡例の括弧内の数字はra) 

フィルターの対応 
 

表2 観測値と回帰値との相関係数 

 

 

 

 

 

 

 

               図7 raとrsの対応 

 

表3  IM、IHの観測値と回帰値との相関係数、標準偏差、AIC 

(a)IM                    (b)IH  

 

 

 

 

 

 

 
 

ここでIM、IHはそれぞれ0.5～1秒震度、1～2秒震度であり、IJMAは計測震度、c0～cn+1は回帰係数である。

図8に示す式(2)のパラメータraとIJMAの対応を見ると、両者の相関が低いことから、式(2)において多重

共線性が生じないものと考えられる。ちなみにraとIM、IHも相関が低い。回帰式を求める際にはAIC(赤

池情報量基準)9)によって最適なモデルを調べた。表2にIM、IHの観測値と回帰式によって求めた値の相

関係数、標準偏差およびAICを式(2)のraの次数nごとに示す。表3の次数0はraを含まずIJMAのみをパラメ

ータとする式に対応している。表からIMはn=4、IHは3の場合にAICが最も小さくなっている。図9にIM、

IHの観測値と最適モデルの回帰式による予測値、図10にIJMAとIM、IHの対応を示す。IMの観測値と予測

値の相関係数は0.929という高い値であるが、IJMAとIMの相関が0.878と元々高いので、raを考慮しても相

関係数や標準偏差にそれほど違いはない。一方、IHの場合は相関係数が0.851であり、IJMAとIHの相関係

数0.684に比べて0.17ほど高くなっている。また、標準偏差も0.1以上異なることから、周期1～2秒につ

いてはraを考慮した効果が明瞭に表れていることが分かる。 
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図8 raとIJMA、IM、IHの対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

図9 IM、IHの観測値と式(2)による予測値の比較      図10 IJMAとIM、IHの比較 

 

4 最大加速度比と構造物被害の対応 

 

4．1 木造家屋の最大応答変形角の評価 

 2011年東北地方太平洋沖地震ではK-NET築館、KiK-net芳賀で震度7を記録したが、震度の割に構造物

の被害は軽微であり、木造家屋の全壊率は0%であった10)。気象庁観測点の大崎市古川は震度6強でこれ

らの観測点よりも震度が小さいが、観測点周辺の全壊率は3%であり10)、このような被害の差には地震

動スペクトル特性の違いが影響を及ぼしていることが指摘されている4)。著者らの提案する最大加速度

比はK-NET築館、KiK-net芳賀はそれぞれ0.25、0.47であるのに対して、気象庁の大崎市古川は0.76であ

り、この3観測点については最大加速度比と被害程度に関連があるように思える。しかし、純粋に最大

加速度比と被害程度の対応を評価するためには、計測震度が同じデータでの比較が必要である。また、

上記の関係が3つの観測点において偶然成り立っただけかもしれないので、他の地震観測点においても

最大加速度比と被害程度に対応が見られるか調べる必要がある。 

 今回対象とする地震記録における最大加速度比と被害程度の関係を調べるために、地震動データか

ら木造家屋の損傷度に関連する最大応答変形角を計算し、最大加速度比との対応を調べた。最大応答

変形角は更谷ら11)やHayashi et.al12)が提案している性能等価加速度応答スペクトルによって評価した。

ここでは解析データとして震度6弱と震度6強、7の2つのグループの観測記録を用いるが、最大加速度

比の被害程度への影響を調べるためには同一の震度での評価が必要となる。そこで解析対象記録に対

し、震度6弱の場合は対応する計測震度5.5～5.9の中間値の5.7、震度6強、7の場合は震度6強に対応する

計測震度の中間値6.3になるように地震波形の振幅を調整した。調整において中間値を用いた理由は調

整前後で振幅に大きな差が生じないようにするためである。振幅調整は目標とする実効加速度と各地

震記録の実効加速度の比を調整前の地震波3成分それぞれに乗じることによって行った。 

 木造家屋の最大応答変形角は以下の性能等価加速度応答スペクトル11) 、12)によって求める。 
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(a) 震度6弱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(b) 震度6強、7 

図11 加速度応答スペクトルSaと性能等価加速度応答スペクトルSae 

 

ここでSaeは性能等価加速度応答スペクトル、Heは木造家屋の等価高さ、Rは最大応答変形角、Teは等価

周期、Fhは加速度応答スペクトルの逓減率である。Teは降伏時の応答変形角Ryの値に応じて、以下の式

で与えられる。 

gCRHT yee /2      (R >Ry) 

            gCHRRRT yeyye /10/))/(91(2 7.0     (R ≤ Ry)           (4) 

 

μは等価質量と質量の比、Cyは降伏せん断力係数である。また、Fhと減衰定数hは以下の式で与えられ

る。 
(5) 

(6) 
 

μとHeは更谷らの研究11)に基づき、それぞれ0.9と4.5mとする。Cyは0.1、0.3、0.5とし、それぞれのCyに

対するSaeを計算する。 
図11に加速度応答スペクトルSaとSaeの対応の一例を示す。凡例の観測点名の後の括弧にraを示す。Sa

とSaeの交点がその地震観測記録に対する応答変形角となる。raが0.3未満の場合のSaとSaeを見ると、Sa

の卓越周期が0.1～0.3秒付近にあり周期1秒以上の応答は小さいことから、Rは0.005～0.02の範囲と小さ

い応答となっている。raが0.3～0.6の場合は0.3未満の場合に比べると、Saの周期1秒前後の振幅が大きく

なっており、Rも全体的に大きくなっている。KiK-net山元のSaには周期0.2秒付近にピークがあるが、2
～3秒にも小さなピークがあることからCy=0.1の場合はRが0.1に近い大きな値となっている。raが0.6以
上になると、さらに周期1秒付近のSaの振幅が大きくなっており、Rもかなり大きな値となっているこ

とが分かる。 
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(a) 震度6弱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 震度6強、7 

図12 raとRの対応 

 

4．2 最大加速度比と最大応答変形角の対応 

 4.1で評価した最大応答変形角と最大加速度比を対象とし、震度6弱と震度6強、7のデータに分けて、

最大加速度比raと最大応答変形角の相関を調べた。各データの最大応答変形角は水平2成分に対する値

の大きい方を用いた。相関関係は以下のraをパラメータとする最大応答変形角Rの常用対数値の回帰式

を求めることにより評価した。 
log10R=c1ra+c2                   (7) 

 

ここでc1、c2は回帰係数である。図12にCyごとのraとRの対応、表4に観測記録から求めたRと式(7)から

求めたRの予測値の相関係数、標準偏差を示す。図12を見ると、Cyが大きくなるにつれて、観測記録か

ら求めたRと回帰式による値の相関係数が高くなっていることが分かる。式(3)、(4)から分かるように

Cyが小さくなるほどTeは大きくなり、Saeの振幅が小さくなる。図13に式(4)から計算したRごとのCyとTe

の対応を示す。図12から分かるようにRは大半が0.1以下であるので、R=0.01、0.02、0.05、0.1の場合の

値を示す。Cy=0.1の場合、木造家屋に大きな損傷が生じるR=0.05、0.1のTeはそれぞれ2.8秒、4秒であり、

R=0.01、0.02のTeがraと相関の高い周期1～2秒と対応する。Cyが大きくなるにつれてTeは小さくなり、

Cy=0.5のR=0.05、0.1のTeが周期1～2秒の範囲にある。このようなCyによるTeの変化がraとRの相関関係

に影響を及ぼしているものと考えられ、Cy=0.1の場合の相関係数がCy=0.3、0.5に比べて低くなったもの

と考えられる。ただし、現実的にはCy=0.1という耐力の低い木造家屋は少ないので、Cy=0.3、0.5でのra

とRの関係がより重要であると考えられる。Cy=0.3、0.5では震度6弱、震度6強、7ともに相関係数が0.6
以上であり、一定の相関が見られることから、raを木造家屋の被害予測において利用できる可能性があ

る。今回の検討では地震観測記録を用いて求めた最大応答変形角とraの対応を調べたが、今後は現地調

査での全壊率などの被害データとの対応を調べていく予定である。 

 

5 まとめ 

  

 本論文では著者らが地震動スペクトル特性を簡便に評価する指標として提案している最大加速度比 
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表4 Rの観測値と予測値の相関係数、標準偏差 

(1) 震度6弱         (2) 震度6強、7 
 
 
 

 

 

 

 

図13 CyとTeの対応 

 

を2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録を対象に求め、その適用性を検証した。また、従来の研究

では最大加速度比を地震動スペクトル特性の評価にのみ用いているが、本論文ではさらに木造家屋応 
答の評価に最大加速度比が利用できるかどうか検討した。 

まず、震度5弱以上の地震観測記録に対し最大加速度比とフーリエスペクトルを求め、最大加速度比

とフーリエスペクトルの卓越周期や振幅特性との関係を調べた。この結果、フーリエスペクトルの卓

越周期と最大加速度比に正の相関関係が見られ、震度フィルターのピークがある周期1～2秒で最大加

速度比が大きくなる傾向が見られた。また、最大加速度比と周期0.5～1秒、周期1～2秒のフーリエスペ

クトルの相対振幅の関係を調べたところ、両者に明瞭な相関関係が見られた。この検討結果に基づき、

計測震度と最大加速度比を用いて全壊率と相関が高いとされる1～2秒震度、全半壊率と相関が高いと

される0.5～1秒震度の推定を試みた。解析結果から1～2秒震度は最大加速度比を考慮することにより、

計測震度のみから評価する場合に比べて評価精度が向上することが分かった。 
続いて、震度6弱～7の地震観測記録を用い、性能等価加速度応答スペクトルによって木造家屋の最

大応答変形角を求め、最大加速度比との対応を調べた。その結果、降伏せん断力係数が0.3と0.5の場合

は最大加速度比と最大応答変形角に一定の相関関係が見られ、最大加速度比が構造物被害を推定する

指標として利用できる可能性を示した。 

 本論文の検討結果から、これまでの地震と比べて地震動の継続時間が長く、長周期成分が強く励起

された東北地方太平洋沖地震においても、最大加速度比が地震動スペクトル特性を評価する指標とし

て有効であることが明らかになった。さらに最大加速度比が地震動だけでなく、構造物被害の評価に

も利用できる可能性を示した。今回の検討では地震応答解析による最大応答変形角と最大加速度比の

対応を調べたが、今後は実際の現地調査における全壊率などの被害データとの対応を調べていく予定

である。 

 

謝 辞 

 

 本論文の作成に当たって、気象庁、防災科学技術研究所K-NET、KiK-netの地震波形を使用させて頂

きました。査読者の方々には貴重なご意見を頂きました。記してお礼申し上げます。 

 
参考文献 

1) 気象庁：災害時地震・津波速報、平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震、2011年． 

2) 翠川三郎、三浦弘之：2011年東北地方太平洋沖地震におけるK-NET築館での強震記録と周辺の被害

概況について、日本建築学会大会学術講演梗概集、2011年、pp.37-38． 
3) 福島康宏、末富岩雄：2011 年東北地方太平洋沖地震の KiK-net 芳賀での地震動と周辺の被害状況、

土木学会第 66 回年次学術講演会概要集、2011 年、pp.951-952． 
4) 後藤浩之、高橋良和、鍬田泰子、高橋章浩、盛川 仁：東日本大震災速報、地震動による地盤と構

造物の被害、自然災害科学、Vol.30、No.1、2011年、pp.49-53． 

5) 西川隼人、宮島昌克：計測震度と最大加速度による地震動の周期特性の評価、土木学会論文集A、

Vol. 65、No. 3、2009年、pp.784-796． 

6) 境 有紀、青井 淳、新井健介、鈴木達矢：2008年岩手･宮城内陸地震における強震観測点周辺の

状況と発生した地震動との対応性、日本地震工学会論文集、第10巻、第4号、2010年、pp.14-53． 

0

1

2

3

4

5

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

R=0.01
R=0.02
R=0.05
R=0.1

T e(秒
)

C
y

C y 相関係数 標準偏差

0.1 0.535 0.205
0.3 0.668 0.178
0.5 0.742 0.138

C y 相関係数 標準偏差

0.1 0.646 0.268
0.3 0.649 0.227
0.5 0.701 0.211



 
 

 - 103 -

7) 西川隼人、宮島昌克：2007年能登半島地震における自治体観測点を対象とした周期1秒前後の速度

応答スペクトルの推定、日本地震工学会論文集、第8巻、第2号、2008年、pp.11-21． 

8) 境 有紀、神野達夫、纐纈一起：震度の高低によって地震動の周期帯を変化させた震度算定法の提

案、日本建築学会構造系論文集、No.585、2004年、pp.71-76． 
9) Akaike, H. : A new look at the statistical model identification, IEEE, Trans. on Automatic Control, AC-19, 

No.6, 1974, pp.716-723. 
10) 飯塚裕暁、林 佑樹、境 有紀、神田和紘：2011年東北地方太平洋沖地震で発生した地震動と建物

被害（その1）強震記録と観測点周辺の被害、日本地震工学会・大会-2011梗概集、2011年、pp.40-41． 

11) 更谷安紀子、森井雄史、林 康裕：木造住宅の経年劣化を考慮した最大地動速度に対する損傷確率

曲線、第12回日本地震工学シンポジウム、2006年、pp.150-153． 
12)  Y. Hayashi, A. Nii, and T. Morii : Evaluation of building damage based on equivalent-performance response 

spectra, Proceedings of the 14th WCEE, 2008. 
（受理：2012年4月1日） 

（掲載決定：2012年7月20日） 
 
 

Relationship between Peak Ground Acceleration, JMA Seismic Intensity 
and Characteristics of Earthquake Motion Spectra During the 2011 off the 

Pacific Coast of Tohoku Earthquake 
 

Hayato NISHIKAWA 1) and Masakatsu MIYAJIMA 2) 

 
1) Member, Maizuru National College of Technology, Dr. Eng. 

2) Member, Professor, Kanazawa University, Dr. Eng. 
 

ABSTRACT 
The applicability of peak acceleration ratio that has been proposed by authors as an index for characteristics of 
earthquake spectrum is verified by using earthquake motion records obtained during the 2011 off the Pacific 
coast of Tohoku Earthquake. We also try to use the peak acceleration ratio for evaluation of response of wooden 
houses. A relationship between the peak acceleration ratio and amplitude characteristics of Fourier spectrum of 
earthquake ground motion is estimated at observation sites with JMA seismic intensity of more than 5-. As a 
result, the ratio is useful to estimate an index of earthquake ground motion with a period range between 1 and 2s.  
Moreover, a relation between the peak acceleration ratio and drift angle of wooden houses evaluated by an 
equivalent-performance response spectrum is also examined. A good correlation is shown in case of 0.3 and 0.5 
of the base shear coefficients of wooden houses. 
 
Key Words: The 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, Peak Ground Acceleration, JMA Seismic 
Intensity, Earthquake Motion Spectra, Period range of 1 to 2s, Response of Wooden House 
 


